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美濃加茂市下水道事業



区 　 分 令和２年度 比 較 増 減 増減率

公　　共 2,836,220 422,186 17.49％

特　　環 401,059 72,543 22.08％

農　　集 147,298 15,657 11.89％

計 3,384,577 510,386 17.76％

区     分 令和２年度 比 較 増 減 増減率

有 収 水 量 2,491,225 14,886 0.60％

有  収  率 73.61％ △12.55ﾎﾟｲﾝﾄ －

備　考

繰越工事

繰越工事

実施中

実施中

実施中

汚水処理水量（４月～９月）

有収水量及び有収率（４月～９月）

２　建設改良工事について（1,000万円以上のもの）

　上半期に次の建設改良工事を実施しております。

工事名 工　期

令和元年度

2,414,034 

131,641 

　美濃加茂市下水道事業は、雨水の排除による浸水防止、汚水の速やかな排除による
居住環境の向上及び公共用水域の水質保全に努めております。
　下水道施設として、処理場４施設（公共下水道１、農業集落排水施設３）と総延長
約520ｋｍの管渠を有し、マンホールポンプは111基あります。
　今後は、地方債の元利償還とともに、これら処理場の運転、更新費用、管渠の老朽
化に伴う布設替費用などが大きな課題となっており、引き続き経費の削減に努めると
ともに、未水洗化世帯の水洗化の促進等を図るなど、財政運営の健全化に努めてまい
ります。

１　概　況

　令和２年度９月末までの汚水処理水量、有収水量の実績は､次の表のとおりです｡

　前年同期と比べ、汚水処理水量は17.76％増、有収水量は0.60％増、有収率は12.55

ポイント減となりました。

美濃加茂市下水道事業の業務の状況

令和２年度（上半期）の状況

2,874,191 

令和元年度

2,476,339 

86.16％

小山第２雨水幹線築造工事(第１工区) R1. 8.14 ～ R2. 4.30

駅前ポンプ場自家発電設備更新工事 R1.11.13 ～ R2. 6.19

神ノ木ポンプ場自家発電設備更新工事 R2. 6. 3 ～ R3. 3.19

今泉第２雨水幹線築造工事（第６工区） R2. 9.16 ～ R3. 3.18

小山第２雨水支線築造工事(第１工区) R2. 8.26 ～ R3. 3.22

328,516 



区   分 令和２年度 増減額 増減率

営業収益 423,059,072 円 7,762,544 円 1.87％

営業外収益 600,361,135 円 △45,093 円 △0.01％

計 1,023,420,207 円 7,717,451 円 0.76％

区   分 令和２年度 増減額 増減率

営業費用 252,724,201 円 27,959,132 円 12.44％

営業外費用 149,301,894 円 △16,521,759 円 △9.96％

計 402,026,095 円 11,437,373 円 2.93％

区   分 令和２年度 増減額 増減率

企業債 61,600,000 円 31,200,000 円 102.63％

負担金 38,859,100 円 △4,429,600 円 △10.23％

分担金 394,300 円 △875,400 円 △68.95％

計 100,853,400 円 25,895,000 円 34.55％

区   分 令和２年度 増減額 増減率

建設改良費 165,716,331 円 57,624,694 円 53.31％

企業債償還金 764,939,504 円 △18,442,161 円 △2.35％

計 930,655,835 円 39,182,533 円 4.40％

【収入】（４月～９月）

【支出】（４月～９月）

【収入】（４月～９月）

３　予算の執行状況（令和２年４月～９月）

令和２年度９月末までの予算の執行状況は、次の表のとおりです。

(1)収益的収支（税込み）

　収益的収支とは、施設の運転・管理など、事業を運営するための収支のことです。

令和元年度

30,400,000 円

600,406,228 円

令和元年度

415,296,528 円

891,473,302 円

1,269,700 円

74,958,400 円

令和元年度

108,091,637 円

783,381,665 円

【支出】（４月～９月）

43,288,700 円

1,015,702,756 円

令和元年度

224,765,069 円

165,823,653 円

390,588,722 円

(2)資本的収支（税込み）

　資本的収支とは、下水道施設を建設・整備するための収支のことです。



（単位：円） 

1

（１） 384,447,315

（２） 0

（３） 0

（４） 166,700 384,614,015

2

（１） 8,516,924

（２） 7,453,424

（３） 4,753,983

（４） 128,104

（５） 1,350,094

（６） 303,521

（７） 1,030,500

（８） 209,250

（９） 2,124,205

（１０） 54,150,367

（１１） 569,681

（１２） 1,562,229

（１３） 1,268,854

（１４） 0

（１５） 0

（１６） 15,262,334

（１７） 132,999,328

（１８） 0

（１９） 0

（２０） 555,907,000

（２１） 0

（２２） 0 787,589,798

　 402,975,783

汚 水管渠費 （ 稲辺農集 ）

令和２年度（上半期）美濃加茂市下水道事業損益計算書
（令和２年４月１日から令和２年９月３０日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金

受 託 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

汚水管渠費 （ 流関公共 ）

汚水管渠費（蜂屋川公共）

汚水管渠費（下米田特環）

総 係 費

汚水管渠費（山之上農集）

汚水管渠費 （ 伊深農集 ）

雨水管渠費 （ 流関公共 ）

雨水管渠費（蜂屋川公共）

雨水ポンプ場費（流関公共）

処理場費 （ 蜂屋川公共 ）

処 理 場 費 （ 稲 辺 農 集 ）

処理場費 （ 山之上農集 ）

処 理 場 費 （ 伊 深 農 集 ）

普 及 指 導 費

業 務 費

木曽川右岸流域下水道維持管理費

富 加 特 環 維 持 管 理 費

八 百津 特 環維 持管理費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

受 託 浄 化 槽 事 業 費

営 業 損 失



3

（１） 2,835

（２） 0

（３） 600,000,000

（４） 303,566,500

（５） 341,000 903,910,335

4

（１） 149,243,994

（２） 52,860 149,296,854 754,613,481

351,637,698

351,637,698

121,694,444

その他の未処分利益剰余金変動額 138,711,254

612,043,396

（注）減価償却費及び長期前受金戻入益は、年間予定額の2分の１を計上しました。

長 期 前 受 金 戻 入 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

当年度未処分利益剰余金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

当年度純利益 （ 上半期 ）

前 年度 繰 越利 益剰 余金



（単位：円） 

1

（１）

イ 2,387,364,313

ロ 1,675,049,203

△ 340,309,257 1,334,739,946

ハ 36,713,036,541

△ 7,760,880,616 28,952,155,925

ニ 1,806,972,720

△ 964,248,957 842,723,763

ホ 240,129

△ 228,124 12,005

ヘ 3,417,729

△ 2,467,055 950,674

ト 58,858,692

33,576,805,318

（２）

イ 1,773,473,802

1,773,473,802

（３）

イ 1,580,000

1,580,000

35,351,859,120

2

（１） 218,703,175

（２） 88,402,255

△ 2,444,371 85,957,884

（３） 1,162,880

（４） 7,638,210

（５） 26,780,000

（６） 35,485,863

375,728,012

149,420,171

35,877,007,303

資　　産　　の　　部

令和２年度（上半期）美濃加茂市下水道事業貸借対照表
（令和２年９月３０日）

固 定 資 産

有形固定資産

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

未 収 金

投 資

出 資 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

前 払 金

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

工 事 勘 定

資 産 合 計



3

（１）

イ 16,388,109,387

16,388,109,387

（２）

イ 54,082,000

54,082,000

16,442,191,387

4

（１）

イ 773,024,252

773,024,252

（２） 2,295,799

（３） 2,465

（４）

イ 0

0

（５） 60,286,766

835,609,282

5

（１） 21,003,847,956

（２） △ 5,191,883,315

15,811,964,641

33,089,765,310

6 1,152,645,401

7

（１）

イ 727,698,490

ロ 39,042,816

ハ 242,512,379

ニ 13,085,912

ホ 213,599

1,022,553,196

（２）

イ 612,043,396

612,043,396

1,634,596,592

2,787,241,993

35,877,007,303

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退職給付引当金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

受贈財産評価額

受 益 者 負 担 金

受 益 者 分 担 金

その他資本剰余金

負 債 資 本 合 計

資本剰余金合計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計



令和元年度美濃加茂市下水道事業決算概要 

① 業務実績について 

令和元年度末における供用開始区域内人口は 54,774 人で前年度と比較して 298 人増加し、行

政区域内人口に対する普及率は95.58％で前年度と同率でした。また、水洗化率は87.33％で前年

度と比較して 0.03ポイント増加しました。 

       令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率（％） 

行政区域内人口 （A） 57,308 56,993 315 0.55 

供用開始区域内人口 （B） 54,774 54,476 298 0.55 

水洗便所設置済人口（C） 47,836 47,556 280 0.59 

普及率  （B）/（A） 95.58 95.58 0 － 

水洗化率（Ｃ）/（B） 87.33 87.30 0.03 － 

次に、年間汚水処理水量は、5,811,825  で、前年度と比較して 255,253  増加し、年間有収水

量は、4,928,220  で、前年度と比較して72,539  増加しました。 

また、有収率は、84.80％となり、前年度と比較して 2.59 ポイント減少しました。 

 令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率（％） 

年間汚水処理水量  （A） 5,811,825 5,556,572 255,253 4.59 

年間有収水量  （B） 4,928,220 4,855,681 72,539 1.49 

有収率  （B）/（A） 84.80 87.39 △2.59 － 

② 予算執行状況について(税込み)（※予算額と比較するため、税込み表示をしています。） 

ア．収益的収支（3条） 

収益的収入の決算額は2,345,138,264円で、予算額 2,325,527,000円に対し19,611,264円の増

収となり、収入率は100.84％でした。 

収益的支出の決算額は 2,223,627,949 円で、予算額 2,325,527,000 円に対し執行率は 95.62％

でした。なお、納付消費税及び地方消費税は、30,448,900円となりました。 

         予算額（円） 決算額（円） 差引（円） 収入率（％） 

下水道事業収益 2,325,527,000 2,345,138,264 19,611,264 100.84

営業収益 912,690,000 937,442,872 24,752,872 102.71

営業外収益 1,412,837,000 1,407,695,392 △5,141,608 99.64

         予算額（円） 決算額（円） 不用額（円） 執行率（％） 

下水道事業費用 2,325,527,000 2,223,627,949 101,899,051 95.62

営業費用 1,963,361,000 1,870,667,653 92,693,347 95.28

営業外費用 357,146,000 352,960,296 4,185,704 98.83

特別損失 20,000 0 20,000 0

予備費 5,000,000 0 5,000,000 0



イ．資本的収支（4条） 

資本的収入の決算額は 1,104,005,776 円で、予算額 1,333,145,000 円に対し 229,139,224 円の

減収となり、収入率は82.81％でした。 

資本的支出の決算額は 1,859,951,957 円で予算額 2,047,781,000 円に対し、翌年度繰越額

127,552,000円を除く 60,277,043円の不用額が生じ、執行率は 90.83％でした。 

建設改良費の執行額は、285,003,813 円で、主なものは、小山第 1 雨水幹線築造工事（第 1 工

区）、今泉第 2 雨水幹線築造工事（第 5 工区）、汚水マンホールポンプ設備更新工事（その 1）など

です。 

また、建設改良費の繰越として駅前ポンプ場自家発電設備更新工事49,252,000 円、小山第２雨

水幹線築造工事（第１工区）78,300,000円を翌年度へ繰越しました。 

なお、資本的収入額（翌年度の支出の財源に充当する額 19,679,000 円を除く）が資本的支出額

に対し不足する額 775,625,181 円は、減債積立金 138,711,254 円、過年度分損益勘定留保資金

124,400,750 円、当年度分損益勘定留保資金 500,035,027 円及び繰越工事資金 12,478,150 円で

補てんしました。 

        予算額（円） 決算額（円） 差引（円） 収入率（％） 

資本的収入 1,333,145,000 1,104,005,776 △229,139,224 82.81

企業債 995,980,000 770,000,000 △225,980,000 77.31

負担金 236,910,000 255,912,632 19,002,632 108.02

分担金 970,000 3,099,700 2,129,700 319.56

補助金 99,285,000 74,993,444 △24,291,556 75.53

予算額（円）A 決算額（円）B 翌年度繰越額(円） 不用額(円） 
執行率（％）

B/A

資本的支出 2,047,781,000 1,859,951,957 127,552,000 60,277,043 90.83 

建設改良費 472,507,000 285,003,813 127,552,000 59,951,187 60.32 

企業債償還金 1,575,274,000 1,574,948,144 0 325,856 99.98 

③ 経営成績について（税抜き）（※経営成績を正しく表示するため、税抜き表示をしています。） 

令和元年度の損益は、総収益 2,277,532,812 円に対し、総費用 2,155,838,368 円で、差し引き

121,694,444円の純利益となりました。 

ア．収益比較 

下水道事業収益は、2,277,532,812円で、前年度と比較して 10,109,214円（0.45％）の増収となり

ました。 

営業収益は、869,855,500 円で、総収益の 38.19％を占めており、科目別に前年度と比較して、

下水道使用料 11,219,820 円（1.49％）増、雨水処理負担金 2,933,793 円（2.90％）増、受託事業収

益2,499円（0.56％）減など、全体では14,149,814円（1.65％）の増収となりました。 

営業外収益は、1,407,677,312 円で、前年度と比較して、他会計補助金 7,225,751 円（3.72％）

減、他会計負担金 8,129,085 円（1.36％）増、長期前受金戻入益 770,837 円（0.13％）減、雑収益

4,173,485円（84.25％）減など、全体では4,040,600円（0.29％）の減収となりました。 



科目 令和元年度(円） 平成 30年度(円） 増減額(円） 増減比（％） 

下水道事業収益 2,277,532,812 2,267,423,598 10,109,214 0.45 

 営業収益 869,855,500 855,705,686 14,149,814 1.65 

  下水道使用料 765,075,495 753,855,675 11,219,820 1.49 

  雨水処理負担金 103,963,120 101,029,327 2,933,793 2.90 

  受託事業収益 441,785 444,284 △2,499 △0.56 

  その他営業収益 375,100 376,400 △1,300 △0.35 

 営業外収益 1,407,677,312 1,411,717,912 △4,040,600 △0.29 

  受取利息 5,133 4,745 388 8.18 

  他会計補助金 187,039,339 194,265,090 △7,225,751 △3.72 

  他会計負担金 607,556,089 599,427,004 8,129,085 1.36 

  長期前受金戻入益 612,296,494 613,067,331 △770,837 △0.13 

  雑収益 780,257 4,953,742 △4,173,485 △84.25 

イ．費用比較  

下水道事業費用は、2,155,838,368円で、前年度と比較して 27,126,024円（1.27％）の増加となり

ました。 

営業費用は、1,812,978,275 円で総費用の 84.10％を占めており、前年度と比較して 56,509,676

円の増加となりました。これは主に、汚水管渠費16,638,725円（19.90％）、処理場費15,599,940円

（7.09％）、維持管理負担金12,288,400円（5.08％）がそれぞれ増加したためであります。 

営業外費用は、342,860,093 円で総費用の 15.90％を占めており、前年度と比較して 27,819,562

円の減少となりました。これは支払利息30,801,358円（8.74％）の減によるものです。 

科目 令和元年度(円） 平成 30年度(円） 増減額（円） 増減比（％） 

下水道事業費用 2,155,838,368 2,128,712,344 27,126,024 1.27 

 営業費用 1,812,978,275 1,756,468,599 56,509,676 3.22 

  汚水管渠費 100,254,971 83,616,246 16,638,725 19.90 

  雨水管渠費 5,710,847 6,492,301 △781,454 △12.04 

  雨水ポンプ場費 28,658,627 26,354,024 2,304,603 8.74 

  処理場費 235,778,541 220,178,601 15,599,940 7.09 

  業務費 18,344,545 19,098,148 △753,603 △3.95 

  総係費 45,719,770 40,075,610 5,644,160 14.08 

  維持管理負担金 254,105,027 241,816,627 12,288,400 5.08 

  減価償却費 1,116,583,508 1,118,241,681 △1,658,173 △0.15 

  資産減耗費 7,381,035 151,388 7,229,647 4,775.57 

  受託事業費 441,404 443,973 △ 2,569 △0.58 

営業外費用 342,860,093 370,679,655 △27,819,562 △7.51 

支払利息 321,675,345 352,476,703 △30,801,358 △8.74 

雑支出 21,184,748 18,202,952 2,981,796 16.38 



特別損失 0 1,564,090 △1,564,090 - 

災害による損失 0 1,564,090 △1,564,090 - 

ウ．使用料単価・汚水処理原価 

令和元年度の有収水量１ 当たりの使用料単価は155.24円で、前年度と比較して 0.01円 

（0.01％）の減少となっています。 

汚水処理原価は250.48円で、前年度と比較して 2.03円（0.80％）の減少となっています。 

その結果、使用料回収率は61.98％となり、使用料単価と汚水処理原価の差額は95.24円となっ

ています。 

（単位：円/ ）

 令和元年度 平成３０年度 

使用料単価   （A） 155.24 155.25 

汚水処理原価  （B） 250.48 252.51 

内

訳 

維持管理費 128.91 120.54 

職員給与費 8.13 7.77 

地方債利息 38.04 44.81 

減価償却費 74.38 79.39 

資産減耗費 1.02 0 

差額 （A）－（B） △95.24 △97.26 

 ※分流式下水道等に要する経費を控除する前の汚水処理原価 

エ．人件費（職員給与費） 

令和元年度の損益勘定職員給与費は、40,093,779 円で、総費用に占める割合は、1.86％となっ

ています。 

職員給与費の下水道使用料に対する割合は 5.24％で、前年度と比較して 0.23 ポイント高くなり

ました。職員１人当たり営業収益は、30経営指標に比べ27.0％多くなっています。 

区   分 令和元年度 平成30年度 比較増減 30指標 

職員１人当たり有収水量 （ ） 985,644 971,136 14,508

職員１人当たり営業収益 （千円） 173,883 171,052 2,831 136,869 

職員１人当たり水洗化人口 （人） 9,567 9,511 56

※職員数＝損益勘定職員 令和元年度5名 

オ．下水道使用料・受益者負担金（分担金）の収入状況（税込み） 

令和元年度の下水道使用料と受益者負担金（分担金）の収入状況は、次表のとおりです。  

下水道使用料の過年度分の収納率は、96.94％で前年度と比較して 0.28 ポイント増加、当年度

の収納率は、92.02％となり前年度と比較して 0.16ポイント減少しました。 

また、口座振替による入金は、月末振替翌月収納となるため、3 月分の口座振替額（56,234,432

円）を収入済みとみなすと、実質的には当年度分の収納率は、98.78％となり、前年度と比較して

0.04ポイント増加しました。 



  下水道使用料 

年 度 区 分 調定額(円） 収入済額(円） 不納欠損(円） 収納率(％） 

平成30年度 

当年度分 814,161,089 750,480,976   92.18 

過年度分 64,768,818 62,535,074 71,238 96.66 

計 878,929,907 813,016,050 71,238 92.51 

令和元年度 

当年度分 832,661,157 766,226,746   92.02 

過年度分 65,842,619 63,578,013 260,447 96.94 

計 898,503,776 829,804,759 260,447 92.38 

受益者負担金（分担金）の過年度分の収納率は、18.49％で前年度と比較して 4.14 ポイント増

加、当年度分の収納率は、98.14％となり前年度と比較して 0.38 ポイント減少しました。 

   受益者負担金（分担金） 

年 度 区 分 調定額(円） 収入済額(円） 不納欠損(円） 収納率(％） 

平成30年度 

当年度分 60,854,600 59,956,400   98.52 

過年度分 11,597,796 1,466,500 1,377,100 14.35 

計 72,452,396 61,422,900 1,377,100 86.68 

令和元年度 

当年度分 54,044,000 53,039,900   98.14 

過年度分 9,652,396 1,487,300 1,610,600 18.49 

計 63,696,396 54,527,200 1,610,600 88.13 

カ．経営分析比率 

収益性を示す総収支比率は 105.64％（前年度比 0.88 ポイントの減）、単年度黒字の目安となる

経常収支比率は 105.64％（前年度比 0.95 ポイントの減）、下水道固有の事業に係る営業収支比率

は47.97％（前年度比0.73 ポイントの減）となっています。 

（単位：％） 

④ 財政状態について 

最近 2 年間の貸借対照表は、④－1 表のとおりです。資産合計は、前年度と比較して

1,196,455,451 円減少しました。その内訳は、固定資産が 841,898,791 円の減少、流動資産が

354,556,660円の減少となっています。 

負債・資本の合計も同じく 1,196,455,451 円減少しました。その内訳は、固定負債が 763,993,757

円、流動負債が271,931,985円、繰延収益が282,224,153円、剰余金が11,238,889円それぞれ減

少し、資本金が132,933,333 円増加しました。 

区   分 算  式 令和元年度 平成30年度 30指標 

総収支比率 総収益/ 総費用×１００ 105.64 106.52 107.5

経常収支比率 経常収益/経常費用×１００ 105.64 106.59 107.5

営業収支比率 
（営業収益-受託工事収益）/（営業費用-

受託工事費用）×１００ 
47.97 48.70 77.4



④－1表                                                     

令和元年度（円） 

（A） 

平成30年度（円）

（B） 

比較増減（円） 

（A）－（B） 

前年度比(％)

（A）/（B） 

構成比率（％） 

令和元年度 平成30年度 

固定資産 35,907,766,120 36,749,664,911 △841,898,791 97.71 97.94 97.07

流動資産 754,706,644 1,109,263,304 △354,556,660 68.04 2.06 2.93

資産合計 36,662,472,764 37,858,928,215 △1,196,455,451 96.84 100.00 100.00

固定負債 16,380,591,387 17,144,585,144 △763,993,757 95.54 44.68 45.29

流動負債 1,769,999,341 2,041,931,326 △271,931,985 86.68 4.83 5.39

繰延収益 16,076,277,741 16,358,501,894 △282,224,153 98.27 43.85 43.21

資 本 金 1,152,645,401 1,019,712,068 132,933,333 113.04 3.14 2.69

剰 余 金 1,282,958,894 1,294,197,783 △11,238,889 99.13 3.50 3.42

 負債資本       合計 36,662,472,764 37,858,928,215 △1,196,455,451 96.84 100.00 100.00

④－2表は、財務状態を示す指標です。 

事業の安全性を見る視点として、流動比率は 42.64％（前年度比 11.68 ポイントの減）、自己資本

構成比率は50.49％（前年度比1.17ポイントの増）、固定資産対長期資本比率は102.91％（前年度

比0.31ポイントの増）となっています。 

④－2表                                                  （単位：％） 

以上が令和元年度の経営状況です。今年度は、有収水量の増による収益の増より、汚水処理水

量の増の影響等による費用の増が多く、純利益が減少しました。また、資本的収支の不足額を補て

んするための財源の残高が減少してきているため、今後も将来収支の均衡を保つために経営状況

の改善と財政運営の健全化に努めてまいります。 

区   分 算  式 令和元年度 平成30年度 30指標 

流動比率 流動資産/流動負債×１００ 42.64 54.32 69.8

自己資本構成比率 (資本合計＋繰延収益)/負債・資本合計 ×１００ 50.49 49.32 60.9

固定資産対長期資本比率 固定資産/(固定負債＋資本合計＋繰延収益)×１００ 102.91 102.60 101.5



（単位：円） 

1

（１） 765,075,495

（２） 103,963,120

（３） 441,785

（４） 375,100 869,855,500

2

（１） 35,943,458

（２） 30,705,454

（３） 23,516,133

（４） 1,168,972

（５） 6,400,868

（６） 2,520,086

（７） 4,641,202

（８） 1,069,645

（９） 28,658,627

（10） 165,992,870

（11） 15,315,603

（12） 25,491,273

（13） 28,978,795

（14） 0

（15） 18,344,545

（16） 45,719,770

（17） 246,579,200

（18） 7,066,523

（19） 459,304

（20） 1,116,583,508

（21） 7,381,035

（22） 441,404 1,812,978,275

　 943,122,775

下 水 道 使 用 料

汚水管渠費（下米田特環）

汚水管渠費（山之上農集）

富 加 特 環 維 持 管 理 費

処 理 場 費 （ 山 之 上 農 集 ）

信友地区特環維持管理費

受 託 浄 化 槽 事 業 費

営 業 損 失

処 理 場 費 （ 伊 深 農 集 ）

普 及 指 導 費

業 務 費

令和元年度美濃加茂市下水道事業損益計算書
（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

営 業 収 益

雨 水 処 理 負 担 金

処 理 場 費 （ 稲 辺 農 集 ）

雨水管渠費（蜂屋川公共）

受 託 事 業 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

汚 水 管 渠 費 （ 流 関 公 共 ）

汚水管渠費（蜂屋川公共）

汚 水 管 渠 費 （ 伊 深 農 集 ）

雨 水 管 渠 費 （ 流 関 公 共 ）

雨水ポンプ場費（流関公共）

処 理 場 費 （ 蜂 屋 川 公 共 ）

汚 水 管 渠 費 （ 稲 辺 農 集 ）

総 係 費

木曽川右岸流域下水道維持管理費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

 5
- 5 -



3

（１） 5,133

（２） 187,039,339

（３） 607,556,089

（４） 612,296,494

（５） 780,257 1,407,677,312

4

（１） 321,675,345

（２） 21,184,748 342,860,093 1,064,817,219

121,694,444

5

（１） 0

（２） 0 0 0

121,694,444

0

138,711,254

260,405,698当年度未処分利益剰余金

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 損 失

支払利息及び企業債取扱諸費

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

災 害 に よ る 損 失

6
- 6 -



（単位：円） 

1

（１）

イ 2,387,364,313

ロ 1,675,049,203

△ 320,242,257 1,354,806,946

ハ 36,713,036,541

△ 7,304,799,616 29,408,236,925

ニ 1,806,972,720

△ 913,857,957 893,114,763

ホ 240,129

△ 228,124 12,005

ヘ 3,417,729

△ 2,341,055 1,076,674

ト 58,858,692

34,103,470,318

（２）

イ 1,802,715,802

1,802,715,802

（３）

イ 1,580,000

1,580,000

35,907,766,120

2

（１） 638,513,209

（２） 76,227,486

△ 2,444,371 73,783,115

（３） 1,673,820

（４） 40,720,000

（５） 16,500

754,706,644

36,662,472,764

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

資 産 合 計

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

出 資 金

有形固定資産合計

令和元年度美濃加茂市下水道事業貸借対照表
（令和２年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有形固定資産

土 地

建 物

減価償却累計額

減価償却累計額

車両及び運搬具

無形固定資産

施 設 利 用 権

流 動 資 産

建 設 仮 勘 定

無形固定資産合計

投 資

流 動 資 産 合 計

その他流動資産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金

固 定 資 産 合 計

投 資 合 計
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3

（１）

イ 16,326,509,387

16,326,509,387

（２）

イ 54,082,000

54,082,000

16,380,591,387

4

（１）

イ 1,537,963,756

1,537,963,756

（２） 221,920,635

（３） 0

（４）

イ 5,086,000

5,086,000

（５） 5,028,950

1,769,999,341

5

（１） 20,968,390,056

（２） △ 4,892,112,315

16,076,277,741

34,226,868,469

6 1,152,645,401

7

（１）

イ 727,698,490

ロ 39,042,816

ハ 242,512,379

ニ 13,085,912

ホ 213,599

1,022,553,196

（２）

イ 260,405,698

260,405,698

1,282,958,894

2,435,604,295

36,662,472,764

企 業 債

その他資本剰余金

資本剰余金合計

受 益 者 分 担 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

前 受 金

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に充て
るための企業債

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金

退職給付引当金

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金 合 計

資　　本　　の　　部

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債

建設改良費等の財源に充て
るための企業債

企 業 債 合 計

繰 延 収 益

国 庫 補 助 金

受贈財産評価額

受 益 者 負 担 金

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

負 債 資 本 合 計
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